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増加率は年 2.2％，6 歳以上の識字率は 54％（2001 年センサス）の，多
民族国家である。UNDP 発表の人間開発指数は 2007 年に 0.553 で 182
カ国中 144 位となっている（UNDP ［2009］）。国土は地形と高度をもと
に山岳地帯（高度4877m以上），丘陵地帯（610ｍ～4877m），テライ（610m
以下でインドのガンジス平野に連なる平野部）に分けられる。行政区分は
この 3 地帯を縦に分断する形で，5 開発区（東部開発区，中央部開発区，
西部開発区，中西部開発区，極西部開発区）に区分され，全国は 75 県か


















年 対象年齢 調査地域 障害分類
障害者
人口比 （%）
1980（1） すべて 全国 身体 ・ 聴覚 ・ 視覚 ・ 知的障害 3.00
1989（2） すべて 全国 知的 ・ 身体障害 4.90
1991（3） 5 歳以上 6 県 聴覚障害 16.60
1995（4） すべて 8 県 全障害 4.55
1995（5） すべて 1 県 全障害 5.04
1998（6） すべて 5 県 全障害 3.41
表1　障害者人口比
（出所）NPC=New ERA［2001：3］より筆者作成。
（注）　 （1）Report on Sample Survey of Disabled Persons in Nepal, 1980,
　　　 （2）Mental Retardation in Nepal, 1989, The AWMR/Maryknoll Father Study,
　　　 （3）Survey of the Prevalence of Deafness and Ear Diseases in Nepal, 1991, The IOM/BRIN-
　　　 　　OS Study,
　　　 （4）Disabled People of Nepal, 1995, CERID/SEU/BPEP/DANIDA Study,
　　　 （5） Disability Survey of Kanchanpur District, 1995, ICS/DANIDA Study,
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第４章　新しい時代を迎えたネパールの障害者・障害者団体と障害者政策







性 8042 人，女性 4959 人の計 1 万 3101 人で人口比は 0.15％」であった
（Prasad ［2003：26］）。同様の状況は続くセンサスでも繰り返され，セン
サスは障害者に関して信頼しうる統計とはなっていない。









男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計
47,162 56,633 103,795 19,797 21,001 40,798 5,483 11,043 16,526
100.0 39.3 15.9
ろう 知的障害 重複障害
男性 女性 計 男性 女性 計 男性 女性 計
11,948 13,592 25,540 6,479 6,692 13,171 3,455 4,305 7,760
24.6 12.7 7.5
まれている（Bastola and Krishna ［2003］）。障害者の数値も，緻密な聞
き取り・集計作業の結果とはいえない。このように不備な点は多いが，
2001 年センサスは，障害を 5 分類して調査項目に追加している点で，国
による障害者全国調査の出発点として位置づけることができよう。
表 3 は国家計画委員会（NPC）と民間調査団体 New ERA が実施した
障害者サンプル調査の結果である。調査は 1999 年から 2000 年にかけて
山岳・丘陵・テライおよび各開発区にわたる 30 県で行われ，70 歳まで（お
よび軽度の障害者を除く）を対象に 1 万 3005 家計 7 万 5994 人に対して
学歴，生計データを含めて実施された。この調査は，障害者の実態・問題
把握を目的とし，地域バランスを考慮し，障害については厳密な調査基準
項目 調査人数 うち障害者 障害者比％ 分布％
年齢 0 ～ 4 10,772 97 0.90 7.8
　5 ～ 9 10,908 103 0.94 8.3
10 ～ 14 9,644 117 1.21 9.4
15 ～ 19 8,251 111 1.35 8.9
20 ～ 59 31,673 687 2.17 55.4
 60 ～ 70 4,745 125 2.63 10.1
性別 男性 38,052 665 1.75 53.6
女性 37,942 575 1.52 46.4
地域分類 山岳地帯 21,138 398 1.88 32.1
丘陵地帯 24,703 404 1.64 32.6
テライ 30,153 438 1.45 35.3
開発区 東部開発区 15,228 239 1.57 19.3
中央部開発区 15,201 224 1.47 18.1
西部開発区 13,841 250 1.81 20.2
中西部開発区 15,709 280 1.78 22.5
極西部開発区 16,015 247 1.54 19.9
全国 75,994 1,240 1.63 100.0
表2　障害者人口（2001 年センサス）
（出所）CBS ［2001］ National Report 2001, Table 23.http://www.cbs.gov.np（アクセス日：2009 年 11 
　月 22 日）より筆者作成。
（注）　 総人口は 2273 万 6934 人。障害者人口は総人口の 0.46%（2001 年）。
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2006 年 11 月に政府と反政府武装闘争グループが和平協定に調印したこ
とで内戦が終結し，2008 年 4 月に政党参加による直接選挙で憲法制定議








党間の対立から憲法制定作業は難航し，予定された 2010 年 5 月の新憲法
発足はかなわず，制憲議会は 1 年の任期延長となったが新憲法は完成せず，
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を認める」（NPC ＝ New ERA ［2001：177］）などがある。
ネパールでは，地域社会の儀礼執行組織や相互扶助組織が社会・文化・
宗教活動に携わってきた。これらの団体活動を監督する目的で 1960 年制
定の協会登録法（Society Registration Act 1960）があったが，機能強化










































訓練機関で障害者の教育費の無料化（第 7 条），25 人以上を雇用する企業
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同法の施行は，1994 年に障害者（保護・福祉）規則（Disabled Persons 






























Rules 1992）が出され，教育法の施行が可能となった。関連して第 8 次
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（出所）SWC ［2009］ NGOs affiliated with Social Welfare Council （2034 - 2066 Asadh Masant).
　　　 http://www.swc.org.np （アクセス日：2010 年 9 月 20 日）より筆者作成。
（注）　 （1）年表記は 1980 年の場合，1979 年 7 月央から 1980 年 7 月央，以下同じ。
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援が積極化したことも反映していよう。2009 年 6 月時点での登録国内団
体数は 2 万 7797 に達した。2004 年のように政治混乱などで落ち込んだ
年もあるが，1990 年代後半以降の増加は大きい。登録団体の活動分野は，
地域社会開発，医療関係，環境保護，青年活動，女性問題，児童福祉・教
育などが優位で，障害者関連は比較的手薄である。2009 年 6 月時点で登






















山岳地帯 7 11 0 15 5 38
丘陵地帯 9 23 51 275 15 373
テライ 14 23 29 41 40 147






























団体の活用などが盛り込まれた（de Silva de Alwis［2010：31-32］）。医療・
表4　社会福祉評議会登録障害者団体の分布（2009 年 6 月 18 日現在）
（出所）SWC ［2009］ NGOs affiliated with Social Welfare Council by Handicapped and Disabled 
          Service Sector（2034-2066 Asadh Masant）（アクセス日：2010 年 8 月 17 日）より筆者作成。
（注）　 中央部開発区の 275 のうちカトマンドゥ盆地 3 県が 231（内訳はカトマンドゥ県が 190，ラリト
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また第 9 次 5 カ年計画（1997 ～ 2002）では，開発における民間団体
の役割にふれ，民間団体に貧困削減事業や社会開発事業への積極的な参











［2003：81］）。続く第 10 次 5 カ年計画（2002 ～ 2007）も民間団体重視
の路線を踏襲し，「障害者の権利の保護，開発のメインストリームへの組
み込みと参加を重視し，ニーズに対応したサービスの提供の重要性」を謳っ
ている（NAPD-Nepal ［2006：34-37］）。同計画は「障害者人口比を 5 ％
（約 120 万人）と推定したうえで，貧困削減のための CRB，補助具の配布，
技術訓練，自助組織の強化，障害者証の発行，特別教育，障害者手当など
を盛り込んでいる（de Silva de Alwis［2010：33］）。
障害者問題の地方レベルでの取り組みは，1998 年に成立した地方自治
法（Local Self Governance Act 1998）とその実施細目となる地方自治規

















国会が 2006 年 4 月に再開され，2006 年 11 月に反政府武装闘争グルー
プとの和平協定が成立したことで内戦が終結した。国会は 2007 年 1 月に
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障害者を対象とした政策では，2006 年 7 月に国家障害者行動計画
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動・食事）に月 1000 ルピー，以下障害の程度に応じて最低額月 300 ルピー
までの手当を支給する。重度障害者には全員に手当を支給し，そのほかは
各県の人口に応じて障害者を認定して支給するが，支給対象人数は１県で

































の構成をみると 1990/91 年度に外国資金援助が 86.9％，自己調達資金が
9.6％，政府援助が 3.6％となっており，外国資金援助の比率は 1977/78












ル障害者協会（NDA），ネパール盲人協会（NAB），CIL など 14 団体が獲
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員会（NPC）と UNDP によるNepal Millennium Development Goals：
Progress Report 2005 では障害者は視野の外にある。さらに UNDP によ
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（ 1 ） 2001 年 6 月に，皇太子が国王，王妃ほか王族のほとんどを「射殺して自殺する」
という事件が発生し，その混乱で政府業務が中断された。








（ 4 ） この時代の政治変動については Brown ［1996］, Hoftun et al. ［1999］, Whelp-
ton ［2005］などを参照されたい。
（ 5 ） 法律の年号はヴィクラム暦で表記されるが，本章では西暦に転換して記した。
また，法律・政策などはネパール語が正文あるが，通称されている英語表記を利
用した。
（ 6 ） 1977 年時点での登録団体数は 37 であった（Chand ［1998：50］）。
（ 7 ） 差別的用語が含まれるが，同法の英語訳に記載の表現にしたがった。
（ 8 ） 参照した社会福祉法および社会福祉規則は，社会福祉評議会 http://www.swc.
org.np（アクセス日：2010 年 10 月 9 日）記載の英訳であるが，表記・用語に不
明確な箇所が多いことを断っておく。
（ 9 ） ネパール障害者連盟 2008 年発行の文書中の非公式部分英訳および，（de Silva 
de Alwis［2010：28］）に依った。不明確な箇所もある。
（10） ジョシー議員は指名に際して入党した。2010 年 9 月 6 日の面談。
（11） グルン議員との 2009 年 8 月 20 日および 2010 年 9 月 7 日の面談。
（12） ジョシー議員との 2009 年 9 月 6 日および 2010 年 9 月 6 日の面談。制憲議会で
ジョシー議員への手話通訳と手話使用許可は，2008 年 12 月 3 日づけKathmandu 
Post 紙が記事“CA Member finds voice after seven months”で報じている。実










（16） CIL で，2010 年 9 月 2 日の聞き取り。
（17） 2010年9月時点で障害者証配布は全国で1万5000人に留まっている。女性・児童・
社会福祉省で 2010 年 9 月 8 日に聞き取り。
（18） た と え ば 2010 年 9 月 10 日 の National Association of the Deaf and Hard of 
Hea-ring （NADH）での聞き取りで。
（19） NFDN ポカレル会長と 2009 年 8 月 18 日の面談。
（20） NFDN ポカレル会長と 2010 年 9 月 3 日の面談。
（21） Nepal Disabled Human Rights Centre で 2010 年 9 月 3 日に聞き取り。また
NFDN ポカレル会長との 2010 年 9 月 3 日の面談でも。
（22） 2010 年 9 月 2 日の CIL および NAB での聞き取り。
（23） たとえば NAB の 2009 年度年次報告書に収支報告はない。
（24） National Association of Intellectual Disabled and Parents で 2010 年 9 月 9 日に
聞き取り。同様の意見は 2010 年 9 月 12 日の Koshil：Nepal Mental Health Self-
help Organization でも聞かれた。
（25） 「法案作成過程で障害者当事者の関与がなく，官僚主導で作成された」との指摘。
NFDN ポカレル会長と 2010 年 9 月 3 日の面談。
（26） CIL で 2010 年 9 月 2 日に聞き取り。
（27） Nepal Disabled Human Rights Centre で 2010 年 9 月 3 日に聞き取り。
（28） NFDN ポカレル会長と 2010 年 9 月 3 日の面談。
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